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2009年労働組合基礎調査結果に対する談話
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1. 　厚生労働省は、12月10日「2009年労働組合基礎調査結果」（2009年6月30日現在）を発表した。今回の調査結果では、労働組合の推定組織率は、1975年以来34年ぶりに前年を上回り、前年比0.4％増の18.5％となった。
連合は、7.1万人増の683万人となっている。これは全労働組合数の67.8％にあたり、連合加盟組合員が増加傾向に転じたことは率直に評価できるものである。

2. 　調査結果によれば、2009年6月現在の雇用者総数は、5，455万人で前年より110万人減少した。単一労働組合の組合員数は1，008万人と前年より1.3万人増加した。規模別、雇用形態別で見ると、企業規模1，000人以上の労働組合員は20万人増加した一方で、999人以下では13万人減少した。企業規模別の推定組織率は、1，000人以上は46.2%（前年比0.9％増）、100人から999人は14.2%（前年比0.3％増）、99人以下での組織率は前年と同じ1.1%と依然として極めて低い水準となっている。一方、短時間雇用者数は、1，317万人と前年より85万人増加し、全雇用者数の24.1％を占めている。パート労働組合員数は、70万人（前年比8万4千人増）で全労働組合員数に占める割合は6.9%であり推定組織率は5.3%と、前年比0.3％増となった。

3. 　連合は、2001年から構成組織・地方連合会が一体となって組織拡大を最重点課題として取り組んできた。その間の地道な取り組みによる実績はあるものの、結果として、2001年6月末に712万人いた連合加盟組合員は2009年6月末では683万人と、8年間で約30万人も減少した。今回の調査によって推定組織率が上昇した点は評価出来るが、その要因は雇用労働者総数が110万人減少するなど、母数が減少したことによる面も大きい。とりわけ、100万人を超える雇用労働者数の減少は調査開始以来初めてであり、この間の雇用情勢の深刻さを反映している。

4. 　連合は、雇用の確保・創出に全力をあげるとともに、労働組合が社会の安心・安定のために必要不可欠なインフラであるとの認識に立ち、第11回定期大会で確認した『組合づくり・アクションプラン21(2009/10～2011/9)』にもとづき、地場・中小、関連・系列・下請け、パート等非正規雇用労働者の組合員化を進め、「700万人連合」の回復にむけて、構成組織・地方連合会の総力をあげて組織拡大に取り組んでいく。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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